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診療報酬調査専門組織・DPC評価分科会委員一覧

<委員 >

◎ 分科会長 ○ 分科会長代理

診調組 D-1
21. 11.30

新たな機能評価係数の導入にかかる対応について

○ これまで、DPC制度においては、診断群分類点数表による点数を基本として、調
整係数及び既存の機能評価係数により、各医療機関の診療報酬を設定してきた。

O 今後、現行の調整係数を新たな機能評価係数に移行する.と ともに、従来の包括点数
では十分に評価出来ていなかった医療機関の機能差等については、包括する項目を見

直すことで対応する。

(概念図)

現行

現行の機能諄輌係数
に基づく点数

◎

氏  名 所 属 等

相川 直樹 財団法人国際医学情報センター理事長

池上 直己 慶應義塾大学医学部医療政策 。管理学教授

伊藤 澄信 独立行政法人 国立病院機構本部医療部研究課長

金田 道弘 特定医療法人緑壮会理事長兼金田病院長

木下 勝之 医療法人社団九折会 成城木下病院理事長

熊本 一朗 竜児島大学医療情報管理学教授

小山 信爾 東邦大学医療センター大森病院心臓血管外科部長

齊藤 壽一 社会保険中央総合病院名誉院長

酒巻 哲夫 障馬大学医療情報部教授

佐藤 博 新潟大学教授 。医歯学総合病院薬剤部長

嶋森 好子 慶應義塾大学看護医療学部教授

辻村 信正 国立保健医療科学院次長

難波 貞夫 富士重工業健康保険組合総合太田病院病院長

西岡 清 横浜市立みなと赤十字病院院長

松田 晋哉 産業医科大学医学部公衆衛生学教授

美原 盤 計団法人美原記念病院院長

山口 俊晴 自研究会有明病院消化器外科部長

山口 直人 東京女子医科大学医学部衛生学公衆衛生学第二講座主任教授

吉日 英機 昭和大学医学部名誉教授
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診調組 D-2
21 11. 30

機能評価係数の設定

① 新たに導入する機能評価係数(事務局案)

項 目 名 称 考え方 設定方法

l

・DPC病院として正確な
デ‐夕を提出していること
の評価

・医療の質に係るデータを
公開していることの評価

Oデータ提
出・公開指数雰算淵臨 竃震露駄お鯖

1しや透明化等が推進されることを評価

3互理染尋轟畢漏栞明鼻檜D10コ
ニド使用割合が40で以上

効率化に対する評価

0効率性指
数

0相対平均
在院日数指
数

臨 鈍螢:霜壽8箱鯖醸島
価

睫
り嬰f          l埜 DPC対象病院と同じと仮定した場合の
平均在院日数

※ 当該医療機関において、10症例(10か月)以上ある診断群分類のみを計算対象とす

繁 包括評価の対象となっている診断群分類の

腹雑性指数による評価

O高度医僚
指数

0複雑性指
数

O患者構成
LL断

全DPC対象病院の平均で補正した1入院
あたり包括点数を用いて評価

最
括点数が、全DPC対象病院と

※ 当該医療機関において、10症例(10か月)以上ある診断群分類のみを計算対象とす

臭
°
包括評価の対象となつている診断群分類のみを計算対象とする。     |

4
診断群分類のカバー率に
ょる評価

oカバー率
指数

O総合性指
数

様々な疾患に対応できる総合的な体制を

評価

〔指数〕
該医療機関で一定症例数以上算定している診断群分類数

/全 診断群分類数

※ 当該医療機関において、10症例(10か月)以上ある診断群分類のみを計算対象とす

る。
※ すべての診断群分類を計算対象とする。
※ 専門病院への対応

1嚢1進需農麗虜亀辱乞響場に行つた上で評価
1

項 目 名 称 考え方 設定方法

救急医療の入院初期診療

瞑る評濡  
・ 0救急医療

指数
包括点数では評価が困難な救急入院初期
の検査等を評価

案1)
指数〕
=救 急車あり又は入院初日の初診料において時間外・休日・深夜加算ありの
DPC対象患者数
/DPC対象患者数

(案 2)

新た
算
な機能評価係数では評価せず、緊急入院の患者については、入院初日にOO点を加

※具体的方法については、今後更に検討

6
医療計画で定める事業等
について、地域での実施
状況による評価

○地域医療
指数

医療計画(4疾病・5事業)において、地域
で一定の役割を担つていることを評価

※4疾病 :が生、脳卒中、急性心筋梗塞、
糖尿病
5事業:苅魚医蒋、災害時における医療、
へき地の医療、日を期医漕、小児救急医
療を含む小児医療

(評価のイメージ)
都道府県が策定する医療計画において、一定の役害Jが位置づけられている施設に対し
て、一定の指数による評価

敗急患者の受け入れ体制の評価

医療機関毎の救急医療の提供実績及び体制に応じて、段階的に評価    
｀   .

(評価のイメージ)
1:・救急患者数(又は割合)が0以上
・医師、看護師が救急部門に専従配置
・薬剤師、臨床検査技師、放射線技師が専任で配置           : ,
2:・救急患者数(又は割合)が△以上

:興期炉 語震ば詈義翻 融 線技師がオンコール       ~
3:救急患者数(又は割合)が□以上
職員の要件なし

※ 救急患者:救急車あり又は入院初日の初診料において時間外・休日・深夜加算ありの
DPC対象患者数

周産期患者の受け入れ状況による評価
特別調査では、これらの体制にかかるデータは集めていないので、今後、関係者と相談の

上検討する。
小児救急患者の受け入れ状況による評価

7

医師、看護師、薬剤師等
の人員配置 (チーム医療 )
による評価

oチーム医
療指数

チーム医療の取り組みによる
・医療安全
・勤務医負担軽減

鑽  |
具体的方法については、今後更に検討



〈次期診療報酬改定では導入を見送る項目〉
珀 目 名 称 _ 考え方 設 7方 接

患者の年齢構成による評
1面    :

診療ガイドラインを考慮し
た診療体制確保の評価

②―出来高点数の加算等に基づく機能評価係数

(i)既存項目

(li)今回新たに追加

考え方:現行の各診断群分類の点数において包括評価されているが、医療機関毎の機能σ違いを反映すると考えられる
項目のうち、特に次の項目については機能評価係数として評価することとしてはどうか。

項 目 (参考)出来高の点数

入
院
基
本
料

入院基不相 01736 01244 01005 1555点/日

λ院基本料
r菫フ対1離島・へ■‖以外 )

00769 1495点/日

1525点/日

入院基本料 (10対 1) 00730 00239 1300点 /日

入
院
基

本
料
等

加
算

入院時医学管理加算 00299 120点 /日

`入

躊から14日 rn5ヽ

地域医療支援病院入院診療加算 00321

嗜̈
０。

．

編床研修病院入院診療加算
:豊漁 Lj)

00012 日
日
／
枷
点
眸
４０
入

昴床 研警 病院 人院 形翻 口昇
.管
理刑 )

00006 20点/日

診療録管理体制加算 00009 30点/日
(入 時初日 )

医師事 務 作 票輛 期杯 制加 昇

砕̈暉 ぅ rF ttfIB切澪制刀u昇 00059 185点 /日
(入絆姉日ヽ

医師事務作粟補助体制 Dll鼻 00042 130点 /日

医帥畢 粉 拝 栞納 馴俗 制 71u昇 00034 :05点 /日

医療安全対策加算 00015 50点/日

`入

眸緬 日ヽ

確
過
碕
置

検

査

加算 (1:
加算 (21 医療機関における検査の実施体制を評価



診調組 D-3
21. 11. 30

診調組 D-4
21. 11.30

③ 包括対象からの除外について

1 現在、各診断群分類の点数において包括評価されているが、医療機関毎の

医療提供体制等によつて個別患者への実施状況が大きく異なる項目のうち、

特に次の 2つについては、出来高にて評価することとしてはどうか。

｀
(1)無菌製剤処理料
(2)術中迅速病理組織標本作製

2 現行の診断群分類の適用は、医療資源を最も投入した傷病名とその治療内

容等l三より決定している。そのため、当該診断群の治療とは直接関係はな
い

が、高額な費用のかかる慢性疾患の治療については、包括評価に反映させる

ことは困難である。

このため、以下の診療に係る薬剤等については、出来高評価することとし

てはどうか。

(1)HIV感 染症に使用する抗ウイルス薬 (HIV感染症治療薬)

(2)血友病等に使用する血液凝固因子製剤

(3)慢性腎不全で定期的に実施する人工腎臓

なお、(3)については、診断群分類点数表を出来高の項目を元に点数の設

定や分類の決定を行つていることから、出来高での「人工腎臓」の項目にお

いて、慢性腎不全で定期的に実施した場合と急性腎不全等の場合を分けなけ

れば評価が困難であり、出来高での対応が必要である。

調整係数の段階的廃止について

1 経緯等
調整係数の廃止については、激変緩和を目的として段階的廃止とする

こと

が、中央社会保険医療協議会基本問題小委員会 (平成 21年 3月 25日 )にお

いて合意されており、その具体的方法については当分科会で検討することと

されている。

2 段階的廃上についての事務局案
調整係数を診療報酬の改定毎に一定割合ずつ減じ、新たな機能評価係数に

置き換えてはどうか。この際、ある程度の最低水準を保証する基礎係数を設

定してはどうか。

(イ メージ図)

現行    平成22年   平成24年 平成 XX年

※ これはあくまでイメージ図であり、医療機関毎に設定される医療機関別係
数が一定に保たれることを表しているのではない。


